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資料４

教育の情報化に関する問題点・課題の導出にあたり活用した既存調査一覧

文部科学省「『ICT環境整備計画｣の策定状況等に関する調査」（平成26年度）

文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

文部科学省「教育の情報化実態調査」（平成26年度）

総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査」（平成26年度）
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１ 教育の情報化の組織体制
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1.1. 教育の情報化の組織体制①：ICT環境整備計画の担当、策定・計画推進上の課題

28.3

15.2

10.9

15.2

23.9

13.0

30.4

89.1

4.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ICT環境整備の必要性について認識が十分ではない

教職員の理解が不足している

庁内の理解が不足している

整備にあたって技術的な課題がある

推進できる職員が庁内に不足している

整備内容・方法に関する情報が不足している

ICT活用の効果等が明示できない

予算確保が困難である

その他

特に課題はない

[N=46]

27.7

20.9

19.3

20.0

40.8

24.1

29.7

72.8

2.7

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ICT環境整備の必要性について認識が十分ではない

教職員の理解が不足している

庁内の理解が不足している

整備にあたって技術的な課題がある

推進できる職員が庁内に不足している

整備内容・方法に関する情報が不足している

ICT活用の効果等が明示できない

予算確保が困難である

その他

特に課題はない

[N=1076]

39.5

38.7

32.9

52.6

51.8

61.1

7.9

9.5

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=76]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらない
が、ICT環境整備に関する計画はある[N=168]

策定していないが、計画を検討している[N=149]

教育委員会（指導主事） 教育委員会（行政事務官） その他

80.0

40.0

58.3

20.0

50.0

33.3

10.0

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=5]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらな
いが、ICT環境整備に関する計画はある[N=10]

策定していないが、計画を検討している[N=12]

教育委員会（指導主事） 教育委員会（行政事務官） その他

計画策定の主な担当者

【都道府県】 【市町村】

（出典）文部科学省「『ICT環境整備計画｣の策定状況等に関する調査」（平成26年度）

「ICT環境整備計画」策定や計画の推進にあたっての課題

【都道府県】 【市町村】
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1.2. 教育の情報化の組織体制②：計画策定にあたっての相談先、検討方法

8.3

20.0

8.3

20.0

20.0

8.3
16.7

80.0

80.0

58.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=5]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらな
いが、ICT環境整備に関する計画はある[N=10]

策定していないが、計画を検討している[N=12]

大学 先進地域の担当者 企業 その他 外部の相談先はない

6.6

3.5

5.3

11.8

8.2

14.7

19.7

19.4

24.7

2.6

7.1

8 7

67.1

62.9

59.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=76]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらない
が ICT環境整備に関する計画はある[N=170]

策定していないが、計画を検討している[N=150]

大学 先進地域の担当者 企業 その他 外部の相談先はない

80.0

90.0

66.7

20.0

20.0

16.7

20.0

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=5]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらない
が、ICT環境整備に関する計画はある[N=10]

策定していないが、計画を検討している[N=12]

教育委員会事務局で検討 検討委員会を設置 その他

76.3

81.2

72.7

30.3

20.0

35.3

3.9

5.9

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=76]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらない
が、ICT環境整備に関する計画はある[N=170]

策定していないが、計画を検討している[N=150]

教育委員会事務局で検討 検討委員会を設置 その他

（出典）文部科学省「『ICT環境整備計画｣の策定状況等に関する調査」（平成26年度）

計画策定にあたっての外部の相談先

【都道府県】 【市町村】

計画の検討方法

【都道府県】 【市町村】
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1.3. 教育の情報化の組織体制③：ICT支援員の配置状況等の実態

ICT支援員の配置の有無・契約形態 ICT支援員の配置体制

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

11%

15%

2%
72%

導入していない

導入しており、直接雇用している
（または請負契約）

導入しており、企業と契約し
派遣を受けている

その他の契約形態

2%

47%

14%

16%

21%

１校に１人以上常駐

担当校を決め、
１人が数校を巡回
（週・月に数回訪問）

その他

担当校をきめず、
複数人で数校を巡回
（週・月に数回訪問）

担当校を決め、
１人が数校を巡回
（訪問日は要請に応じ決定）

ICT支援員の作業内容

79.1 

79.4 

64.9 

42.6 

56.0 

48.9 

12.4 

41.8 

5.0 

0 20 40 60 80 100

教材やツールの活用法や事例の教員への情報提供

教員の指示に従って、授業補助、教材作成、機器操作支援等の授業支援

障害切り分け、動作確認、運用マニュアル作成等のＩＣＴ環境整備支援

校務支援

研修会の実施

ホームページの更新

授業の実施やクラブ活動の指導

校務処理の支援

その他

%

ICTを活用した授業実践に
直接関係しない業務

情報提供

授業支援

保守・運用支援

操作研修等
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1.4. 教育の情報化の組織体制④：ICT支援員に求める要件と期待

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

ICT支援員に求める知識・技能・経験

ICT支援員の配置に期待する効果

71.8 
89.3 
88.5 

18.8 
10.7 

14.0 
33.0 

16.5 
14.8 

2.5 

0 20 40 60 80 100

コミュニケーション能力

ＩＣＴに関する問題解決能力

ＩＣＴスキル

民間等の有資格者（教育情報化コーディネータなど）

教員免許保有者

教員経験者

ＩＣＴ支援員経験者

ＳＥ経験者

インストラクター経験者

その他

%

82.5 

79.1 

67.1 

46.3 

57.2 

42.0 

13.6 

41.9 

1.7 

0 20 40 60 80 100

教材やツールの活用法や事例の教員への情報提供

教員の指示に従って、授業補助、教材作成、機器操作支援等の授業支援

障害切り分け、動作確認、運用マニュアル作成等のＩＣＴ環境整備支援

校務支援

研修会の実施

ホームページの更新

授業の実施やクラブ活動の指導

校務処理の支援

その他

%

授業支援

保守・運用支援

情報提供

ICTスキル

コミュニケーション
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２ 教育の情報化に係るＩＣＴ環境整備の状況
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2.1. 教育の情報化に係るＩＣＴ環境整備の状況①：学校インターネットの接続状況

26.3% 14.4% 10.6% 44.2% ※どれにも該当しない：4.5%

回線種別 パターン１ パターン２ パターン３ パターン４

1.1Gbps以上 23.9% 26.1% 15.7% 12.1%

2.200M～1Gbps未満 16.9% 17.0% 15.7% 11.3%

3.100Mbps 32.9% 27.8% 36.0% 30.9%

4.100Mbps未満 15.4% 8.7% 19.4% 26.1%

5.LTE、3G、WiMAX等 0.3% 0% 0.3% 0.2%

6.公衆無線LAN 0.3% 0.4% 0.3% 1.5%

7.どれにも該当しないまたは不明 10.4% 20.0% 12.6% 18.0%
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2.2. 教育の情報化に係るＩＣＴ環境整備の状況②：校務で利用するネットワーク

34.7% 42.9% 9.5% 12.9%

回線種別 パターン１ パターン２ パターン３ パターン４

1.1Gbps以上 25.7% 27.8% 16.4% 17.0%

2.200M～1Gbps未満 15.0% 12.8% 12.9% 10.6%

3.100Mbps 27.9% 26.0% 33.5% 27.0%

4.100Mbps未満 15.8% 12.8% 21.7% 19.9%

5.LTE、3G、WiMAX等 0.3% 0.4% 0.3% 0%

6.公衆無線LAN 0.3% 0% 0.3% 3.5%

7.どれにも該当しないまたは不明 15.0% 20.3% 15.0% 22.0%
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2.3. 教育の情報化に係るＩＣＴ環境整備の状況③：普通教室の無線LAN

普通教室の校内ＬＡＮと無線LANの整備状況 無線ＬＡＮアクセスポイントの設置形態

（出典）文部科学省「教育の情報化実態調査」（平成26年度）

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

無線ＬＡＮを整備しない理由

13.0 
1 2 

8.4 
2.3 
1.8 

35 9 
25 8 

4.8 
16.5 

0 20 40

全ての普通教室に１台常設で設置

全ての普通教室に２台以上常設で設置

一部の普通教室に１台常設で設置

一部の普通教室に２台以上常設で設置

普通教室に常設されており、可搬型アンテナを併用している

普通教室には常設されていない。廊下に複数個所設置

普通教室には常設されていない。可搬型アンテナを持ち込んで使用

不明

普通教室では無線ＬＡＮを利用していない

%

普通教室の無線ＬＡＮアクセスポイントの設置場所及び設置形態についてあてはまるもの（複数回答）

7.4 
42.7 

5 5 
43.4 

66.7 
11 8 

19.9 
2.1 

10.4 
19.6 

14 8 
15.2 

9.0 
1.6 

0 50 100 %

無線ＬＡＮを敷設していない理由についてあてはまるもの（複数回答）

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

普通教室の校内LAN整備率

無線ＬＡＮの技術を理解できないため不安がある

無線ＬＡＮのセキュリティに不安がある

参考となる先行事例や好事例等の情報がない

無線ＬＡＮ等の導入計画や工程が策定されていない

予算の確保できない

調達の知識や方法に不安がある

ネットワーク障害の原因特定など保守や維持のための対応に不安がある

民間企業等のＩＣＴ環境整備業者との調整に不安がある

無線ＬＡＮ整備の必要性の理解が得られない

セキュリティポリシー等の制度的な理由

指導主事など教育の情報化を推進する担当者がいない

教育の情報化を推進する部署など、組織的な体制がない

その他

わからない（特に理由はない）
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３ ＩＣＴを活用した教育の取組状況
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（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

3.1. ＩＣＴを活用した教育の取組状況①：現在の活用状況

一斉授業における電子黒板等を活用した資料提示の実施状況

グループで１台のタブレットＰＣを活用した協働学習の実施状況

【教育委員会】 【学校】

【教育委員会】 【学校】

22%

33%

36%

9%
ほぼ毎日行われている

週に１～３回
行われている

月に１～３回
行われている

全く行われていない

32%

34%

28%

6%
ほぼ毎日行われている

週に１～３回
行われている

月に１～３回
行われている

全く行われていない

3%

8%

20%

69%

1% 5%

14%

80%

ほぼ毎日行われている

週に１～３回行われている

月に１～３回行われている

全く行われていない

ほぼ毎日行われている

週に１～３回行われている

月に１～３回行われている

全く行われていない
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（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

3.2. ＩＣＴを活用した教育の取組状況②：将来想定している活用方法等

タブレットPCや無線LANを活用した授業において、実現可能性が高いと思う学習場面

想定される授業におけるタブレットＰＣの用途

【教育委員会】 【学校】

【教育委員会】 【学校】

68.8 

33.7 

27.2 

3.0 

12.2 

0 50 100

グループに１台のタブレットＰＣを活用した協働学習

１人１台のタブレットＰＣを活用した協働学習

１人１台のタブレットＰＣを活用した個別学習

その他

特にない

%

81.1 
75.8 
78.4 

82.9 
68.7 

79.2 
23.6 

49.9 
1.1 

0 50 100

動画を含むデジタル教材等の操作・閲覧

ウェブ検索等による情報収集・整理

写真・動画の撮影及び、その加工・保存・閲覧

自分やグループの考えをまとめる

プレゼンテーション資料やレポートの作成

プレゼンテーションや発表等の表現活動

遠隔の学校や専門家等との交流

ドリルによる基礎基本の習熟

その他

%

58.6 

43.0 

45.9 

3.1 

14.0 

0 50 100

グループに１台のタブレットＰＣを活用した協働学習

１人１台のタブレットＰＣを活用した協働学習

１人１台のタブレットＰＣを活用した個別学習

その他

特にない

%

84.1 
79.7 

71.1 
71.2 

64.2 
74.7 

20.1 
55.7 

1.8 

0 50 100

動画を含むデジタル教材等の操作・閲覧

ウェブ検索等による情報収集・整理

写真・動画の撮影及び、その加工・保存・閲覧

自分やグループの考えをまとめる

プレゼンテーション資料やレポートの作成

プレゼンテーションや発表等の表現活動

遠隔の学校や専門家等との交流

ドリルによる基礎基本の習熟

その他

%
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（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

3.3. ICTを活用した授業に関する現状・意向③：学習記録データの活用状況

現在利用している電算化された学習記録データ

学習記録データの活用状況

【教育委員会】 【学校】

【教育委員会】 【学校】

29.0 
22.5 

18.0 
58.0 
57.3 

11.7 
15.3 

11.1 
21.3 

13.0 
18.8 

0 50 100

問題演習（ドリル、テスト、アンケートなど）に取り組んだ履歴や解答

児童生徒の作品やレポートなどの学習成果物

ノートやワークシートなど学習過程での学びの記録

児童生徒の学習の様子を撮影した画像や動画

児童生徒の実技や発表を記録した画像や動画

児童生徒の対話や会話の記録

自己評価などの児童生徒の振り返りの記録

相互評価や学び合いによる仲間からのコメント等の記録

教師や保護者からのコメント等の記録

その他

電子化しているものはない

%
35.7 

25.1 
18.2 

77.0 
74.9 

11.4 
14.1 

8.5 
21.5 

2.1 
9.8 

0 50 100

問題演習（ドリル、テスト、アンケートなど）に取り組んだ履歴や解答

児童生徒の作品やレポートなどの学習成果物

ノートやワークシートなど学習過程での学びの記録

児童生徒の学習の様子を撮影した画像や動画

児童生徒の実技や発表を記録した画像や動画

児童生徒の対話や会話の記録

自己評価などの児童生徒の振り返りの記録

相互評価や学び合いによる仲間からのコメント等の記録

教師や保護者からのコメント等の記録

その他

電子化しているものはない

%

57.2 
37.1 

49.0 
41.2 

30.1 
30.7 

24.0 
21.9 
22.2 

19.0 
22.0 

11.2 
17.1 

0 50 100

評定等児童生徒の評価

授業改善や授業の振り返り

授業の教材としての活用

児童生徒個々の学習状態の把握

児童生徒の学習の促進

児童生徒への学習支援、評価支援、キャリア支援

保護者との情報共有やコミュニケーション強化

児童生徒の学びの証拠（エビデンス）

教員の育成・指導

学校経営の質の保証と改善

保護者や地域に対する説明責任（アカウンタビリティ）の達成

その他

学習記録データを活用していない

%

80.9 
43.4 

67.8 
48.1 

30.4 
37.6 

29.5 
23.1 
25.9 
26.4 
28.1 

0.7 
4.8 

0 50 100

評定等児童生徒の評価

授業改善や授業の振り返り

授業の教材としての活用

児童生徒個々の学習状態の把握

児童生徒の学習の促進

児童生徒への学習支援、評価支援、キャリア支援

保護者との情報共有やコミュニケーション強化

児童生徒の学びの証拠（エビデンス）

教員の育成・指導

学校経営の質の保証と改善

保護者や地域に対する説明責任（アカウンタビリティ）の達成

その他

学習記録データを活用していない

%
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（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

3.4. ＩＣＴを活用した教育の取組状況④：学習記録データ活用の今後の意向

電算化により有効活用できると考えられる学習記録

期待される電算化された学習記録データの活用方策

【教育委員会】 【学校】

【教育委員会】 【学校】

68.8 
56.9 
59.8 
58.2 

63.6 
36.7 

60.2 
43.9 
45.9 

7.8 

0 50 100

問題演習（ドリル、テスト、アンケートなど）に取り組んだ履歴や解答

児童生徒の作品やレポートなどの学習成果物

ノートやワークシートなど学習過程での学びの記録

児童生徒の学習の様子を撮影した画像や動画

児童生徒の実技や発表を記録した画像や動画

児童生徒の対話や会話の記録

自己評価などの児童生徒の振り返りの記録

相互評価や学び合いによる仲間からのコメント等の記録

教師や保護者からのコメント等の記録

その他

%

79.2 
70.6 

64.2 
74.4 

55.3 
60.3 

48.0 
50.7 
51.1 

43.5 
45.7 

6.5 

0 50 100

評定等児童生徒の評価

授業改善や授業の振り返り

授業の教材としての活用

児童生徒個々の学習状態の把握

児童生徒の学習の促進

児童生徒への学習支援、評価支援、キャリア支援

保護者との情報共有やコミュニケーション強化

児童生徒の学びの証拠（エビデンス）

教員の育成・指導

学校経営の質の保証と改善

保護者や地域に対する説明責任（アカウンタビリティ）の達成

その他

%

67.4 
61.2 

57.1 
69.3 
72.9 

34.0 
53.0 

42.0 
39.4 

1.5 

0 50 100

問題演習（ドリル、テスト、アンケートなど）に取り組んだ履歴や解答

児童生徒の作品やレポートなどの学習成果物

ノートやワークシートなど学習過程での学びの記録

児童生徒の学習の様子を撮影した画像や動画

児童生徒の実技や発表を記録した画像や動画

児童生徒の対話や会話の記録

自己評価などの児童生徒の振り返りの記録

相互評価や学び合いによる仲間からのコメント等の記録

教師や保護者からのコメント等の記録

その他

%

84.6 
71.5 
74.9 
76.6 

55.6 
62.0 

47.8 
49.7 

44.8 
41.2 
45.5 

1.0 

0 50 100

評定等児童生徒の評価

授業改善や授業の振り返り

授業の教材としての活用

児童生徒個々の学習状態の把握

児童生徒の学習の促進

児童生徒への学習支援、評価支援、キャリア支援

保護者との情報共有やコミュニケーション強化

児童生徒の学びの証拠（エビデンス）

教員の育成・指導

学校経営の質の保証と改善

保護者や地域に対する説明責任（アカウンタビリティ）の達成

その他

%
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４ 情報セキュリティ対策の実施状況

16

首長部局 教育委員会

方
針

情報セキュリティポリシーの策定状況 情報セキュリティポリシー
の有無

組
織

責任者や管理者、担当者の任命状況 情報セキュリティに
関する組織体制

人
的
対
策

個人情報の罰則に関する規定 情報セキュリティに
違反・事故があった
場合の罰則規定

物
理
的
対
策

CD-R、USBメモリ等によるデータの持ち出し制限 個人情報を含む資料や電子ファイルの持ち帰りルール

Copyright 2016 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE

4.1. 情報セキュリティ対策の実施状況①：教育委員会が定める規定等

組織を設けている

その他

97.8%

94.8%

教育委員会独自

で定めている

自治体のポリシー

に準じている

特に定めていない

都道府県 100% 市区町村

都道府県 100% 市区町村

69.8%

整備していない

将来的に整備予定

97.9%
都道府県

84.3%
市区町村 42.5%

持ち帰りは

認めていない

23.4%

教育委員会等が

支給したUSBメモリ等で

持ち帰ることができる

（出典）総務省「個人情報の保護に関する条例の制定状況」平成20年４月１日

全ての
都道府県・市区町村
に占める割合

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）、総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査」（平成26年度）

19.9%

49.7%

24.1%

6.2%

47.7%
37%

15.3%

84.2%

15.8%

罰則規定はない

罰則規定がある

17



4.2. 情報セキュリティ対策の実施状況②：学校におけるセキュリティ対策

行っていない

有り

不明

41%
45%

39% 

12.8% 
セキュリティーの
設定が緩く、
不安を感じる

児童生徒用コンピュータに対するセキュリティ対策

ログイン時の個人認証 OS等のネットワークでのアップデート普通教室での利用

44% 

利用していない

利用している

14%

ネットワークのセキュリティに関する意識

無線LANを敷設していない理由ネットワークに対する課題認識

7.4 
42.7 

5.5 
43.4 

66.7 
11.8 

19.9 
2.1 

10.4 
19.6 

14.8 
15.2 

9.0 
1.6 

0 20 40 60 80 %

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

18

無線ＬＡＮの技術を理解できないため不安がある
無線ＬＡＮのセキュリティに不安がある

参考となる先行事例や好事例等の情報がない
無線ＬＡＮ等の導入計画や工程が策定されていない

予算の確保できない
調達の知識や方法に不安がある

ネットワーク障害の原因特定など保守や維持のための対応に不安がある

民間企業等のＩＣＴ環境整備業者との調整に不安がある
無線ＬＡＮ整備の必要性の理解が得られない

セキュリティポリシー等の制度的な理由
指導主事など教育の情報化を推進する担当者がいない

教育の情報化を推進する部署など、組織的な体制がない
その他

わからない（特に理由はない）

５ ＩＣＴ環境整備に関する予算・計画等

19



5.1. ＩＣＴ環境整備に関する予算・計画等①：首長部局との経費の比較等

（出典）総務省「地方自治情報管理概要」（平成27年3月） 文部科学省「学校におけるＩＣＴ関係決算状況等調査」（平成26年度）

首長部局と学校・教育委員とのＩＣＴ関係経費の比較

4,083 

4,116 

3,916 

3,952 

4,090 

1,673 

1,673 

1,673 

1,673 

1,678 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

億円

教育委員会

首長部局

28.3

15.2

10.9

15.2

23.9

13.0

30.4

89.1

4.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ICT環境整備の必要性について認識が十分ではない

教職員の理解が不足している

庁内の理解が不足している

整備にあたって技術的な課題がある

推進できる職員が庁内に不足している

整備内容・方法に関する情報が不足している

ICT活用の効果等が明示できない

予算確保が困難である

その他

特に課題はない

[N=46]

ICT環境整備計画策定や計画の推進にあたっての課題

【都道府県】

27 7

20.9

19.3

20.0

40.8

24.1

29 7

72.8

2.7

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ICT環境整備の必要性について認識が十分ではない

教職員の理解が不足している

庁内の理解が不足している

整備にあたって技術的な課題がある

推進できる職員が庁内に不足している

整備内容・方法に関する情報が不足している

ICT活用の効果等が明示できない

予算確保が困難である

その他

特に課題はない

[N=1076]

【市町村】

※教育委員会の経費は、地方財政措置額

20

〇予算の制限が大きく、予算の範囲内で整備できるかどうかを基準にしている。

〇議会から整備に対する理解を得られていない。（ICT環境がなくても学べるとの意見等）

〇議会や財政当局からの理解を得られている場合でも、財政状況や他の事業との兼ね合いから予算確保に結
びつけられない。

〇（児童生徒数が減っている自治体において）減少数が予測できないため整備の目途がつきにくい

予算確保の障害となっている事項

（出典）文部科学省「『ICT環境整備計画｣の策定状況等に関する調査」（平成26年度）

5.2. ＩＣＴ環境整備に関する予算・計画等②：予算確保の障害となっている事項と工夫等

〇他の地方自治体の整備状況や活用状況と比較できる資料を作成

〇教育の情報化に係る文部科学省の資料を参考資料として活用

〇学校現場の意見をアンケート調査等で収集し活用

〇学識経験者の教育の情報化に係る論文等を活用

〇議会の議員にタブレットＰＣ等に実際に触れてもらい理解を深めてもらう

〇校務支援システムの導入にあたり教員の業務時間がどれほど削減できるかを算出

〇機器の製品比較を行い、コスト削減がどれだけ図れるかを検討

〇コンピュータのソフトウェアの必要最小限に抑える、安価なものに変えるなどにより経費を削減

〇コンピュータのリースの更新時期を全校で合わせ一括更新・大量発注することで経費を削減

予算確保・経費削減の工夫等

理
解
を
得
る
工
夫

経
費
削
減

の
工
夫

21



（出典）文部科学省「『ICT環境整備計画｣の策定状況等に関する調査」（平成26年度）

5.3. ＩＣＴ環境整備に関する予算・計画等③：計画の策定状況

「ICT環境整備計画」の策定状況

【都道府県】 【市町村】

検討開始、終了（予定）時期

【都道府県】 【市町村】

10.9 21.7 26.1 41.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=46]

策定している
本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらないが、ICT環境整備に関する計画はある
策定していないが 計画を検討している
策定、検討していない

7.1 15.8 13.9 63.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=1076]

策定している
本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらないが、ICT環境整備に関する計画はある
策定していないが 計画を検討している
策定、検討していない

16.7 41.7 41.7

8.3 91.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開始時期

終了（予定）時期

～平成25年 平成26年 平成27～30年 平成31年～ 未定

策定していないが、計画を検討している[N=12]

6.7 44.0
0.7

40.7

24 0

0.7

10.7

8.0

64.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開始時期

終了（予定）時期

～平成25年 平成26年 平成27～30年 平成31年～ 未定

策定していないが、計画を検討している[N=150]

計画を策定していない場合のICT環境整備の実施実態

【都道府県】 【市町村】

80.9 15 3 3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定、検討していない[N=680]

単年度で都度措置する その他の方法で実施している ICT環境整備を実施していない

78.9 10.5 10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定、検討していない[N=19]

単年度で都度措置する その他の方法で実施している ICT環境整備を実施していない

22

（出典）文部科学省「『ICT環境整備計画｣の策定状況等に関する調査」（平成26年度）

5.4. ＩＣＴ環境整備に関する予算・計画等④：計画を策定していない理由

計画を策定、検討していない理由

【都道府県】

【市町村】

（その他の理由）
〇技術の進展が速い
〇必要性は認識しているが、方向性は未定
〇対応できる組織（部署）がいない

9.6

48.4

9.3

34.0

32.8

11.8

0% 20% 40% 60%

必要性を認識していない

事前検討が十分ではない

教育効果が明らかではない

予算措置が見込めない

優先すべき他の課題がある

その他

策定、検討していない[N=680]

（その他の理由）
〇単年毎の予算措置のため
〇情報化の将来を長期的に見通せない
〇関係課との連携が難しい
〇策定部署が定かでない
〇推進できる職員が不足
〇補助制度がない
〇現状が把握できていない

0.0

31.6

0.0

52.6

31.6

26.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要性を認識していない

事前検討が十分ではない

教育効果が明らかではない

予算措置が見込めない

優先すべき他の課題がある

その他

策定、検討していない[N=19]
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（出典）文部科学省「『ICT環境整備計画｣の策定状況等に関する調査」（平成26年度）

5.5. ＩＣＴ環境整備に関する予算・計画等⑤：他の上位計画との関係とICT機器整備目標の設置状況

ICT環境整備に係る他の上位計画の有無と種類

ICT環境整備に係る数値目標の設定

【都道府県】 【市町村】

【都道府県】 【市町村】

60.0

60.0

66.7

47.4

10.0

8.3

21.1

60.0

16.7

5.3

40.0

16.7

36.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=5]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらな
いが、ICT環境整備に関する計画はある[N=10]

策定していないが、計画を検討している[N=12]

策定、検討していない[N=19]

教育振興基本計画 地域情報化計画 その他の計画 該当する上位計画はない

50.0

10.0

100.0

50.0

90 0

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=5]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらな
いが、ICT環境整備に関する計画はある[N=6]

策定していないが、計画を検討している[N=10]

策定、検討していない[N=12]

記載している 記載していない

38.2

32.4

33.3

18 5

14 5

10.6

13.3

4.4

14 5

14.7

1 .3

10.6

46.1

48.2

44.7

67.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N 76]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらない
が、ICT環境整備に関する計画はある[N 170]

策定していないが、計画を検討している[N 150]

策定、検討していない[N 680]

教育振興基本計画 地域情報化計画 その他の計画 該当する上位計画はない

29.3

16.1

9.6

12.6

70.7

83.9

90.4

87.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定している[N=41]

本調査における「ICT環境整備計画」にはあたらない
が、ICT環境整備に関する計画はある[N=87]

策定していないが、計画を検討している[N=83]

策定、検討していない[N=215]

記載している 記載していない
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６ 統合型校務支援システム
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6.1. 統合型校務支援システム①：整備状況と未導入の理由等

校務支援システムが未導入である理由

校務支援システムの導入目的と効果

96.3 
47.3 

59.3 
15.7 

13.3 
48.0 

78.0 
67.0 

15.3 
0.7 

0 20 40 60 80 100

教職員の業務負担軽減

教育の質的向上

情報セキュリティの向上

学力向上

学校経営の見える化

教育の情報化政策の一環

校務の統一化（標準化）・業務改善

教員間の情報共有の促進

保護者等への情報提供の改善

その他

%

21%

43%

23%

6%
7%

統合型校務システムの導入目的 導入後のセキュリティ事故頻度システム導入目的の達成度

19%

38%

43%

0%
ほぼ達成

かなり達成

少し改善

あまり改善
できなかった

不明

なくなった

減った

変わらない

増えた

今まで未導入であった理由 導入する予定がない理由

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

63%13%

7%

5%
2% 1%

10%

その他

51%

13%

10%

6%

4%
1% 15%

予算が
確保できない

予算が
確保できない

統合型校務システム
が分からない

システム仕様が統一
されておらず導入できない

事務負担軽減に
つながるシステムがない

調達する横断組織がない

学校経営改善に
つながるシステムがない

その他

システム仕様が統一
されておらず導入できない

調達する横断組織がない

事務負担軽減に
つながるシステムがない

統合型校務システム
が分からない

学校経営改善に
つながるシステムがない
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6.2. 統合型校務支援システム②：組織・体制等

多くの団体において、システム導入に際し、ICTの専門性を有する人材が配置されていない。

ヒアリング調査等から得られた問題点

校務支援システム導入に係る体制、制度見直し等の現状

システム導入の体制 制度等の見直し内容制度等の見直し

11.3 
1.2 

6.5 
8.3 
11.3 

36.9 
79.2 

0.0 50.0 100.0

その他

自治体外の文書も，原則的に公印を廃止

自治体内（教育委員会内、学校内）の文書は公印を廃止

文書電子保存に対応するため，ファイル基準表に関する規定を改定

文書保存場所に関する規定を学校外のサーバについても認める

電子メールやグループウェアによる文書授受に対応できるよう修正

出席簿、指導要録等はシステムから出力したものを公簿とした

%

56%
44%

行った

行っていない

53%36%

4%
7%

教育総務課・学事課等
が中心となり、関係部署や
学校関係者が参加

指導課（室）が
中心となり、関係部署や
学校関係者が参加

その他首長部局の情報政策系が
中心となり、関係部署や
学校関係者が参加

（出典）文部科学省「ICTを活用した教育の推進計画作成促進のための調査研究」（平成27年度）

② 組織体制

③業務プロセス・帳票

⑤調達コスト

④電子文書の原本性

① 予算
〇教育委員会に予算決定権がない。必要な予算が確保されていない
〇首長・知事部局財政課を説得できていない

〇ICTに精通した人材の配置や体制が確立されていない
〇首長情報部門が管理対象外としている

〇業務フロー・様式等を規程する法制度がない。教育委員会・学校・教員の裁量に委ねられている部分が多い。
〇教育委員会・学校毎に業務フロー・様式が異なる。業務の見直し・標準が困難
〇教職員が仕様検討に係る時間を割けない。学校のニーズの反映が不十分

○電子文書を原本として扱うルール等がない
〇電子文書を学校外のサーバに保存できない

〇導入費用が高額。
〇情報化効果が見えにくい
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